
１． はじめに

１８７５（明治８）年，田中久重は「万般の機械考案の依頼に応ず」の看板

を掲げ，東京・銀座に電信機工場，田中製造所を設立した。

日本の総合電機メーカーとして確たる信用と地位を固めた東芝の起源で

ある。特に東芝が財界の名門企業と呼ばれるようになったのは，４代目社

長の石坂泰三が東芝の再建に成功して第２代経団連会長に，そして土光敏

夫が同様に社長を経て，同第４代経団連会長に就任した頃からである。現

在も東芝は，スマートフォンに使われる記憶用半導体などで世界トップク

ラスの技術を持っており，創業時の進取性は失われてはいない。

しかし，創業１４０年を経た２０１５年２月，証券取引等監視委員会 (SESC)

への内部通報から，東芝における巨額の不正会計が明らかとなり，信用を

失墜する事態に至った１）。究極の原因は，主に３代にわたる経営トップの

派閥抗争，経営行動に関わる各種誤謬と責任回避，ならびに，監査の機能

不全と考えられ，それは，内部統制の欠陥と不正会計の問題に収斂する。

本稿では，東芝における内部統制と不正会計に関する課題について，そ

の経緯と様々な要因の分析を通して検討し，改善のための提案を行うこと

としたい。
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２． 東芝の歴史と経営実態

ここでは，東芝の歴史と経営の実態について２０世紀までの戦前，戦後，

ならびに今世紀（２１世紀）と３つに分けて整理したい２）。

２－１ 東芝の歴史

Ⅰ期：１８７３年－１９４５年

１８７３（明治６）年，田中久重は，工部省（当時の政府機関，産業の近代化を

推進）から受注した電信機を開発していたが，受注拡大に伴い，１８７５年，

東京・銀座に工場を創設した。これがのちの田中製造所の創業であり，東

芝の発祥となった。

また，１８７８年に当時学生であった藤岡市助が工部大学校（現，東京大学）

に招聘されていたエアトン (W. R. Ayrton) 教授の指導の下，日本で初めて

アーク灯を灯しました。この頃の電灯は全て海外製であり，国産の電球を

製造するために，１８９０年に白熱舎を創設した。

田中製造所は水車発電機，白熱舎はラジオ用送信機など，日本初の機器

を次々と開発した。また，１９２１（大正１０）年に電球の６大発明の１つであ

る「二重コイル電球」を発明した。１９２３年に「関東大震災」が発生し，

死者・行方不明者が１０万人を超える甚大な被害をもたらし，東京電気

（１８９９年（明治３２年）に白熱舎から改称）でも多数の死者が出たが，見事に

復活を遂げた。また，このような時期においても医療機器，ラジオなどの

分野にも積極的に参入した。

１９３０年代の日本は，戦時中で鉄・鋼材が貴重な資源であったため，家

庭電化製品の生産が禁止され，苦しい時代を迎えることになった。１８９３

年に田中製造所から改称芝浦製作所と東京電気は，同じ三井財閥（銀行）

の系列下であったこともあり，互いに株式を持ち合い，提携関係にあった。

技術の進歩に伴い，重電と軽電を組み合わせた製品の需要が高まり，１９３９
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（昭和１４）年に両社が合併し，「東京芝浦電気株式会社」が発足した３）。そ

こには世界屈指の大電気工業会社を目指すという高い志があった。

太平洋戦争などが激化する中，国家の要請に応え，軍事物資として無線

機や真空管および動力源となる発電機など，急速に生産を伸ばした。一方

で空襲を受け，工場が焼失するなど，生産能力が極度に低下することもあ

った。

Ⅱ期：１９４５年－１９９９年

戦後は，重電を中心に生産を再開，復興が進むにつれて軽電も軌道に乗

せることができた。また，営業を強化するために販売会社を設立し，東南

アジアなどへの輸出も開始した。

１９５０年代後半（昭和３０年代前半），日本経済は活況を呈し，重電，電子

・通信事業が急伸長した。それに伴い，新製品・新技術の開発を推進する

とともに，既存工場の拡張および新規工場の建設など市場の需要拡大に応

え，業績は急拡大した。

また，海外での販売，製造を強化するために，現地に販売会社，製造会

社を設立して海外の売上比率を高めていった。

１９７３年からのオイルクライシスによる景気の悪化に伴い，利益は企業

活力の源泉，技術は企業発展の推進力という考えの下，技術力強化のため

に研究開発を積極的に推進し，将来の糧となる研究を加速させ，世界初，

日本初の多くの技術を世の中に送り出した。また，生産技術力も強化を図

り，品質の安定，省人化，工期短縮などを実現し，収益改善に大きく貢献

した。

１９８４年に，東京芝浦電気の略称である「東芝」に社名を変更した。

１９９０年代になると経済成長が低迷する中，持続的成長を実現していく

ために，成長が期待される事業や伸ばすべき新規事業などに経営資源を集

中するとともに成熟・衰退事業は，事業構造を変革して新しい成長を進め
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る，という「集中と選択」を行った。その結果，半導体事業への集中投資，

パソコン事業の拡大などを実施した。また，１９９９（平成１１）年に社内カン

パニー制を導入し，８つのカンパニー（当時）が誕生した。各社内カンパ

ニーに権限を委譲し，自主責任体制の確立と迅速な経営判断が行われるよ

うになった。

Ⅲ期：２０００年－

新興国経済の成長と先進国の経済低迷により，２１世紀は経済・産業の

パラダイムが大きく変化した。国家の枠組みを超えたグローバル競争が激

しさを増す中，企業としての成長を続けるために，収益基盤を強化するた

めの「事業構造改革」と，成長分野を強化しつつ新たな事業を立ち上げる

「事業構造転換」を実施している。これにより，世界でコスト競争力と商

品力に優れたオンリーワン，ナンバーワンの商品・サービスを展開すると

ともに「集中と選択」をさらに進め，グローバルトップへの挑戦を続けて

いる。

２－２ 東芝の経営実態

（１） 歴史は繰り返される「東芝の悲劇」

今から約５０年前，経済評論家・三鬼陽之助の著書『東芝の悲劇』（１９６６

年）によると，当時の東芝は会長の石坂泰三と社長の岩下文雄の確執が東

芝の業績悪化を引き起こしたと指摘している４）。石坂が土光敏夫の社長就

任を公表したのに対して，岩下が真っ向からこれを否定した。１０日間に

わたって攻防が繰り返され，結局，土光が社長に就任した５）。この背後に

は石坂と岩下の確執があったといわれている。

石坂は１９４９年に第一生命保険から社長として招聘された。戦後，吉田

茂から大蔵大臣就任を打診されたが拒否し，三井銀行（現・三井住友銀行）

頭取佐藤喜一郎と東京芝浦電気社長・津守豊治の依頼で，１９４８年に東京
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芝浦電気取締役，翌年社長となる。東芝は当時，大労働争議のため労使が

激突し倒産の危機にあった。あえて火中の栗を拾った形となった石坂は，

真正面から組合と交渉し，６，０００人を人員整理し，東芝再建に成功した。

一方で岩下は東芝の生え抜きで重電出身である。東芝の中でも重電はエ

リートコースで副社長時代に，社内の実務を握っていたとされる。しかも

１９６２年をピークに東芝は売上と利益を急速にダウンさせた。もちろんこ

れは東芝にかぎらず，日立製作所や三菱電機も同じであったが，問題なの

は，ライバル日立製作所がすぐに業績を回復させ，水をあけられたことで

あった。東芝のライバルは，あくまでも日立製作所である６）。

（２）「大東芝」の体質

既に述べたように，東芝には１９３９年に重電の芝浦製作所と軽電力の東

京電気が合併し，東京芝浦電気となった。重電と軽電という２つの事業部

は対立が続いていた。新旧の社長の対立を契機に再生した例が，石坂泰三，

岩下文雄，土光敏夫の１９６０年代である。土光はその後，経団連会長を経

て，行政改革に奔走した。質素な生活が取り上げられ，「メザシの土光さ

ん」と国民的な人気を博した。

その後，東芝トップが引責辞任する不祥事は，１９８７年の「ココム（対共

産圏輸出調整委員会）違反事件」であった。これは，冷戦中に旧ソ連に対し

て軍事技術に転用可能な工作機械を輸出し，西側の国際規約を破ったとい

う事件である。実際に輸出したのは子会社の東芝機械だが，米国の世論に

よる「TOSHIBA」バッシングが議会を巻き込んで過熱した。当時の渡里

杉一郎社長と佐波正一会長が両者とも辞任するに至った。

東芝は創成期に「人の三井」と言われた三井財閥に入り，土光のような

人格者に率いられたことにより，紳士的な社風が特徴となった。外交に影

響を及ぼす大事件に関与したことで，それまで以上に，模範的であろうと

する従業員の育成につながったとも考えられる。こうした社風は「公家」
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と言われ，「野武士」の日立製作所と対照的とされた７）。

３． 不正会計の経緯

３－１ プレスリリースの時系列分析

２０１５年ならびに２０１６年前半のプレスリリースを検証した。結果は，

表１ 東芝の歴代社長

田 中 久 重 （１８７５年～１８８１年 創業者 重電の源流）

藤 岡 市 助 （１８９０年～１９１８年 創業者 軽電の源流）

山 口 喜 三 郎 （１９３９年９月～１９４３年）

津 守 豊 治 （１９４３年～１９４７年）

新 関 広 作 （１９４７年～１９４９年）

石 坂 泰 三 （１９４９年～１９５７年）

岩 下 文 雄 （１９５７年～１９６５年）

土 光 敏 夫 （１９６５年～１９７２年）

岩 田 弐 夫 （１９７６年～１９８０年）

佐 波 正 一 （１９８０年～１９８６年）

渡 里 杉 一 郎 （１９８６年４月～１９８７年７月）

青 井 舒 一 （１９８７年７月～１９９２年６月）

佐 藤 文 夫 （１９９２年６月～１９９６年６月）

西 室 泰 三 （１９９６年６月～２０００年６月）

岡 村 正 （２０００年６月～２００５年６月）

西 田 厚 聰 （２００５年６月～２００９年６月）

佐 々 木 則 夫 （２００９年６月～２０１３年６月）

田 中 久 雄 （２０１３年６月～２０１５年７月）

室 町 正 志 （２０１５年７月～２０１６年６月）

綱 川 智 （２０１６年６月～）

（注） 社長の出身大学 Web「東芝」，経営塾 Web「東芝の軌跡・石坂泰三
と土光敏夫 ２人の財界総理を生んだ名門企業の系譜」をもとに作
成。時点は２０１６年６月末現在。
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表２の通りである。２０１５年１月，証券取引監視委員会 (SESC) に，不適切

な会計処理の内部通報があり，佐々木前社長時代に，インフラ関連事業で

不正な会計処理があったとされた。これを踏まえて，２月に証券取引監視

委員会は，東芝に対し会計処理の精査・報告を命令した。

東芝は，不適切会計の実態を精査し，２０１３年度における一部インフラ

関連の工事進行基準に係る会計処理について，調査を必要とする事項が判

明，と発表した。また，特別調査委員会を設置した。５つの事業グループ，

７つの社内カンパニーがある。各カンパニーに総務・人事・経理スタッフ

が在籍し，経営指標や決算書などを作成，本社に報告している。カンパニ

ーのトップは経営の権限が与えられ，専業・独立企業化が図られている。

さらに５月，東芝は，３月期連結決算の公表を６月以降に延期すると発

表した。期末配当は見送りとなった。東証の規定では，６月末までに有価

証券報告書が提出されないと，「監理銘柄」に指定され，７月末まで提出

できなければ上場廃止となる。特別調査委員会では，インフラ関連事業の

工事進行基準案件で，原価総額が過小に見積もられていたことが明らかに

なり，２０１５年３月期業績予想を取り下げ，３月期連結決算の発表を延期し，

期末無配を発表した８）。

同１５日，田中社長が深夜に緊急の記者会見を実施し，不適切会計の件

数が９件に及んだことを公表した。特別調査委員会は５月中に調査結果を

第三者委員会に報告し，資料などを引き継いで解散することとなる。社内

中心の特別調査委員会に代わり，第三者委員会（委員長・上田広一元東京高

検検事長）による調査が開始されるが，第三者委員会メンバーの中立性に

ついては疑問の声があがった。

不正会計審査の期間は２０１１年３月期からの５年間に拡大し，金融商品

取引法が定める有価証券報告書の提出期限の２カ月延長を関東財務局に申

請し，財務当局と東証はこれを承認した。この結果，上場維持は認められ，

株価下落に歯止めが掛かった。
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表２ 東芝 不正会計問題への対応

２０１５年 １
１月，証券取引監視委員会 (SESC) に，不適切な会計処理の内部通報があった。
佐々木前社長時代に，インフラ関連事業で不正な会計処理があった旨，電話が情報
提供窓口にあったとされる。

２．１２ 証券取引監視委員会，東芝に対し会計処理の精査・報告を命令。

４．３
東芝，不適切会計の疑いで精査中と発表。「当社の２０１３年度における一部インフラ
関連の工事進行基準に係る会計処理について，調査を必要とすることが判明した。

４．３

室町正志会長を委員長とする特別調査委員会を設置。日本弁護士連合会のガイドラ
インに基づく「第三者委員会」の形態は採用せず。調査対象は『電力システム社』
『社会インフラシステム社』『コミュニティ・ソリューション社』の社内カンパニー
３社とした。

５．８

特別調査委員会，インフラ関連事業の工事進行基準案件で，「原価総額が過小に見
積もられていた」ことを明らかにする。東芝，特別調査委員会の報告を受け，２０１５
年３月期業績予想を取り下げ，３月期連結決算の発表を延期。あわせて期末無配を
発表。

５．１１
取引開始直後から東芝株の売り注文が殺到し，ストップ安となる。最終的に５１３円
から３７５円に下落し，株式時価総額は約２，７００億円を喪失。

５．１３

東芝，特別調査委員会の中間結果を発表。社内３社の９件の工事案件で，原価の過
少見積が総額５００億円になり，２０１２年３月期から１４年３月期までの３年間にわた
る過年度修正（減額）の見通し。不正の原因として，予算達成目標の位置づけが高
かったことが判明。

５．１５

田中久雄社長が緊急記者会見。不適切会計の件数は９件と公表。財務報告内部統制
の訂正報告書を提出する見通し。役員報酬の一部返上を表明するが，財務報告の内
部統制が機能していなかったと述べ，意図性は認めず。特別調査委員会は５月中に
解散し，第三者委員会（委員長・上田広一元東京高検検事長）による調査を開始。

５．２２

第三者委員会の調査対象を，テレビ・パソコン・半導体などほぼ全事業に拡大する
と発表。不正会計審査の期間は２０１１年３月期からの５年間に拡大する。田中社長
の記者会見。金融商品取引法が定める有価証券報告書の提出期限の２カ月延長を関
東財務局に申請し，第三者委員会の調査結果を待って，９月に臨時株主総会を開く
と発表。

５．３０
財務当局と東証，提出期限の２カ月延長を承認。８月末を新たな期限に設定する。
上場維持が認められ，株価下落に歯止めがかかる。

６．１２

特別調査委員会の調査結果（「自主チェック結果，特別調査委員会の調査概要及び
第三者委員会への委嘱事項との関係についてのお知らせ」）を発表。これまでの９
件に加え，新たに１２件（総額３６億円）の不正処理が判明。販売促進費などの計上
の先送り，在庫の評価減，棚卸資産に関する不適切処理，委託先との取引の不適切
処理などがありうるとし，第三者委員会に精査を委託。

６．２５

第１７６期定時株主総会を開催。田中社長は証券取引等監視委員会の検査を受けてい
たことを明らかにする。３月期決算は保留，期末配当は無配となる。取締役１６人
の残留，９月の臨時株主総会開催で了解をもとめる。財務報告で明らかにされた，
水増し額は合計５４８億円。インフラ関連工事９件で原価総額を低く見積もることに
より，営業利益を５１２億円水増し。広告費や在庫の費用・損失計上の先送りで３６
億円の利益水増し。
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表２ 東芝 不正会計問題への対応 つづき

２０１５年 ７．４
第三者委員会の調査により，過大に計上した利益が，１，５００億円規模に達すること
が判明。

７．８
第三者委員会の調査により，営業利益の水増し額が最大２，０００億円規模に拡大する
ことが判明。不適切処理の具体的な方法については別途記述。主要取引銀行に対し
最大６，０００億円の融資枠設定を打診。

７．９
第三者委員会，佐々木前社長の指示・関与を認定，同氏は退任の意向。佐々木前社
長は，予定通りの利益を上げられない部署に，会議の場やメールで会計操作の趣旨
を指示。東京証券取引所で，東芝株は一時３６５円８０銭の下げ，年初来安値を更新。

７．１０
第三者委員会の調査により，田中社長が業績改善を強く促していたことが判明。田
中社長は各事業幹部に対し，電話・メール等で数値達成を要求。月々の利益が計画
に達していない担当者に強い口調で指示。

７．１１
東京証券取引所が，東芝を管理体制の改善を求める「特設注意市場銘柄」に指定す
る見通し。

７．２０

第三者委員会，自主チェックと合わせ１，５６０億円の利益水増しがあったことを確認。
経営トップの過度な当期利益重視の姿勢に原因があった旨を指摘。５月時点で判明
していた「工事進行基準の処理に関わる」粉飾に加え，「PC 事業部の部品の押し
込み販売」「半導体事業部の在庫評価」でも粉飾が判明。

７．２１
記者会見。取締役８人の辞任が発表される。前田 CFO より，ウェスティングハウ
ス (WH) は安定的な収益を上げており，買収当時に比べ利益は大幅に拡大してい
るとの回答。

７．２４
経済産業省，会社法の運用指針を公表。社外取締役の役割を明確にし，監督機能の
強化を促す。

８．１９ 第三者委員会の調査に加え，粉飾発覚にもとづく固定資産の減額分５７０億円が判明。

８．３１

１５年３月期の決算（および金融商品取引法に定められた有価証券報告書）の発表
を再度延期する。新たに１０件の不適切会計が発覚したためとされる。金融庁（関
東財務局）は，９月７日まで再延期することを承認。第１７６期有価証券報告書の提
出期限延長（再延長）申請に係る承認。

９．７

東芝が１５年３月期決算を発表。連結税引き後利益は３７８億円の赤字となる。東芝，
有価証券報告書を提出。過去７年間通算で，利益を２，２５０億円以上水増し。これは
第三者委員会の調査，１，５６０億円から８２０億円の増加であり，累積利益報告の４０％
に相当。

９．８
過年度決算修正の対象期間の決算短信の一部訂正：訂正版を掲載（２０１４年度２０１３
年度２０１２年度２０１１年度２０１０年度２００９年度）。

９．１５
東京証券取引所，東芝株を投資家に注意を促す「特設注意市場銘柄」に指定，企業
統治などの管理体制に深刻な問題があると指摘。「四半期報告書（第１７７期第１四
半期）」を掲載。

９．１７ 役員責任調査委員会の設置。

９．３０
臨時株主総会を開催。取締役の過半数を社外取締役にするなど，経営陣を一新。WH
を含む原子力事業で５，１５６億円の「のれん及び無形資産」を計上。一方で WH の
売上高や利益，資産状況は明らかにせず。

１０．２４
事業売却による本格リストラに着手。スマホ用画像センサーや赤字が続く LED 事
業からの撤退を検討。
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表２ 東芝 不正会計問題への対応 つづき

２０１５年１１．７

２０１５年度第２四半期決算を発表（決算短信，説明会）。サービスや燃料事業が堅調
で，福島第１原発事故以降は安全対策ビジネスが伸びているとするが，数字は明ら
かにせず。WH 問題に関しては減損の兆候は見当たらず，資産性があり，連結決
算上では減損の必要なしと判断した旨の説明。

１１．９

役員責任調査委員会の調査報告書を公表。歴代３社長と元最高財務責任者 (CFO)
計５人の責任を明確化する。室町正志社長ら現執行部は免罪される。役員責任調査
委員会では新旧役員の法的責任の有無，それに伴う東芝からの損害賠償請求の可能
性を調査。東芝は旧経営陣５人への損害賠償請求訴訟。

１１．１２
日本経済新聞社の取材調査により，社内メールの漏洩から，WH に関して１，６００
億円の巨額減損が発生し，赤字決算であることが判明。

１１．１３ 東芝，WH 単体の減損を開示。

１１．１７

東京証券取引所，東芝は開示基準に違反する可能性があると指摘。１２年度の WH
単体決算で約７６２億円の「のれん代」の減損損失を計上したにもかかわらず，情報
開示しなかった点を問題視。東芝，指摘を受け，WH 単体の減損に至った経緯を
開示。連結の減損処理を見送った理由として，公正価値は帳簿価格を上回っている
と強調。

１１．２７

室町社長の記者会見。内容は，WH の減損の詳細，新たな事業計画に関するもの。
２００６年の WH 買収以降，累積営業赤字は３億ドルに達していたが，減損損失を本
体の連結決算（のれん代の減損）に反映しなかったこと，WH の経営状況を開示
しなかったことを陳謝。また，世界的に原子炉が建つ予想のもとで，今後１５年間
で６４基の原発受注，１８年度以降は利益が３倍増という実現性の希薄な６４基計画
を発表。事業売却を通して苦境に対応との見解。

１２．１
証券取引等監視委員会，東芝に７４億円前後の課徴金の納付を勧告。旧幹部の刑事
告発については，企業統治がずさんであり，全体を把握する役員は不在として，個
人の刑事責任を見送る。

１２．４ 東芝，富士通，VAIO（ソニー）の３社がパソコン事業を統合する検討に入る。

１２．５
東芝，白物家電の分離でシャープとの統合案が浮上。画像用半導体の大分工場をソ
ニーに売却。従業員約１，１００人がソニーに転籍見込み。他の半導体事業の従業員に
ついても，配置転換や早期退職により約１，２００人を削減する計画。

１２．１７ 課徴金に係る審判手続開始決定に対する答弁書を提出。

１２．２１ コーポレートガバナンス・ガイドラインの掲載。

１２．２２ 公認会計士等の異動。

１２．２５ 金融庁による課徴金納付命令の決定。

２０１６年 １．２７
課徴金の納付等に伴う元役員に対する損害賠償請求訴訟に係る請求拡張の申立て。
公認会計士等の内定。

２．２ 社長信任調査及び経営幹部向けリーダーシップ調査（３６０度サーベイ）の実施。

２．３ 予算策定プロセス及びカンパニー業績評価制度の見直し

２．４ ２０１５年度第３四半期決算の発表（決算短信，説明会）。

３．１５「改善計画・状況報告書」の公表。

３．１５ 会計処理問題に対する再発防止策と進捗状況。
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６月，東芝の特別調査委員会の調査結果が発表され，不正処理がこれま

での９件に加え，新たに１２件（総額３６億円）あったことが判明した。販

売促進費などの計上の先送り，在庫の評価減，棚卸資産に関する不適切処

理，委託先との取引の不適切処理などがありうるとし，第三者委員会に精

査を委託した。同２５日の株主総会では，田中社長は証券取引等監視委員

会の検査を受けていたことを明らかにし，取締役１６人の残留，９月の臨

時株主総会開催で了解をもとめた。

７月，第三者委員会では，佐々木前社長の指示・関与を認定し，佐々木

前社長は退任の意向を明らかにした。同様に，田中社長が業績改善を強く

促していたことも判明した。同２０日，第三者委員会は，自主チェックと

合わせ１，５６０億円の利益水増しがあったことを確認した。経営トップの過

度な当期利益重視の姿勢に原因があったことを指摘した。１，５６０億円とい

う数字は，２００８年度以降の累積利益である約５，７００億円の１／４に当たる。

５月時点で判明していた「工事進行基準の処理に関わる」粉飾に加え，

「PC 事業部の部品の押し込み販売」や「半導体事業部の在庫評価」でも

粉飾が明らかになった。そして同２１日，取締役８人の辞任が発表された。

表２ 東芝 不正会計問題への対応 つづき

２０１６年 ３．１８ ２０１６年度事業計画の説明会。

４．７ 株主からの提訴請求及び当社監査委員会からの不提訴理由の通知。

４．２６ 業績予想の修正。

５．１２ ２０１５年度決算の発表（決算短信，説明会）。

５．２３（訂正・数値データ訂正）２０１５年度決算の発表（決算短信，説明会）。

５．２３ 財務報告に係る内部統制の開示すべき重要な不備の公表。

５．２３ 利益準備金及び資本金の額の減少並びにその他資本剰余金の処分。

５．２３ 公認会計士等の異動。

５．２５ 米国における訴訟の棄却決定。

６．２４（再訂正・数値データ訂正）２０１５年度決算の発表（決算短信，説明会）。

（注）『週刊日経ビジネス』『週刊東洋経済』，『朝日新聞』，『毎日新聞』，『読売新聞』各２０１５年～
２０１６年記事，鈴木頌の発言 Web サイト「東芝 粉飾決算への経過」，東芝 Web サイト「不適
切会計問題への対応について」をもとに独自に作成。時点は２０１６年６月末現在。
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９月，東芝はようやく１５年３月期決算を発表し，有価証券報告書を提

出した。連結税引き後利益は３７８億円の赤字となった。過去７年間通算で，

利益を２，２５０億円以上の水増しをしていたとされる。同１５日，東証は，

投資家に注意を促す「特設注意市場銘柄」に東芝株を指定した。企業統治

などの管理体制に深刻な問題があるされた。そして，同３０日 臨時株主

総会。取締役の過半数を社外取締役にするなど，経営陣を一新した。ウェ

スティングハウス (WH) を含む原子力事業で５，１５６億円の「のれん及び無

形資産」を計上したが，WH の売上高や利益，資産状況は明らかにしな

かった。

貸借対照表 (B/S) に関して触れなかった第三者委員会，役員交代後も事

実を隠蔽し続けた室町現社長，ともに隠蔽の疑いが浮上した。一方，沈黙

を守る「社外取締役」の責任，さらに監査を行った新日本監査法人への批

判も強まった。

１１月，東芝は，「役員責任調査委員会」の調査報告書を公表した。役員

責任調査委員会は，東芝の依頼を受け，弁護士を中心に構成されている。

新旧役員の法的責任の有無と，それに伴う東芝からの損害賠償請求の可能

性を調査した。東芝は，「役員責任調査委員会」の報告を元に，旧経営陣

５人への損害賠償請求訴訟を起こす。具体的には，会計基準の遵守義務，

役員の監視・監督義務，内部統制の構築・運用義務の３点について，善管

注意義務違反が問われるのである。一方，WH で１，６００億円の巨額減

損が発生し赤字決算となっていたことが社内メールの漏洩から明らかにな

った９）。

減損（減損会計）とは，資産の収益性の低下により投資額の回収が見込

めなくなった状態で，回収可能性を反映させるように帳簿価額を減額する

会計処理を行うことである。減損の適用対象となる資産は，有形固定資産，

無形固定資産，その他投資などが対象となる。減損会計が必要とされる理
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由として，「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」によ

れば，以下３つの項目をあげている。（１）不動産等の固定資産の価格や収

益性が著しく低下している状況で，それらの帳簿価額が価値を過大に表示

したままでは，将来に損失を繰り延べるという疑念があり，その結果，財

務諸表への社会的な信頼を損ねる。（２）減損に関する処理基準が整備され

ていないために，裁量的な固定資産の評価減が行われるおそれがある。

（３）国際的に固定資産の減損に係る会計基準の整備が進められており，会

計基準の国際的調和を図る上で，減損処理に関する会計基準を整備すべき

である。

東芝は，この期に及んでも実態を明らかにする姿勢に欠けた。東証は，

東芝は開示基準に違反する可能性を指摘し，１２年度の WH 単体決算で約

７６２億円の「のれん代」の減損損失を計上したにもかかわらず，情報開示

しなかったことを特に問題視した。弁護士や大学教授らのグループの「第

三者委員会報告書格付け委員会」は，７月に東芝の第三者委員会が出した

報告書を批判し，東芝に頼まれた範囲に調査を絞ったことにより「第三者

性」が欠落したことを厳しく指摘した。同２７日に行われた室町社長の記

者会見では，WH の減損の詳細，新たな「事業計画」を明らかにしたが，

後者の「６４基計画」と呼ばれる，世界において今後１５年間で６４基の原

発受注を骨子とする事業計画は，現実性に乏しく論外のものと言わざるを

えない。

３－２「不適切会計」「不正会計」「粉飾決算」の相違

東芝は，２０１５年７月２０日に公表された第三者委員会の調査報告書で，

第三者委員会の調査結果の範囲において，税引き前利益の要修正額が累計

で１，５１８億円の赤字となる多額の不適切な会計処理が，２００８年度から

１４年度まで長期間行われていたと発表した。

この東芝問題に関する報道で使われた「不適切会計」という文言をめぐ
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り，「不正会計」「粉飾決算」ではないか，という議論があった。

「不適切な会計処理」と「不正会計」については，日本公認会計士協会

が公表する委員会報告，研究報告などにおいて関連用語が定義付けされて

いる。

まず，「不適切な会計処理」の定義は以下の通りである。

「意図的であるか否かにかかわらず，財務諸表作成時に入手可能な情報

を使用しなかったことによる，または，これを誤用したことによる誤り」。

さらに，この定義を採用した理由として「不適切な会計処理の原因が意図

的であるか否かにかかわらず，虚偽表示の状態にある財務諸表について監

査人は一定の対応を行う必要があると考えられるため」と補足説明がある。

次に「不正会計」の「不正」の定義は以下の通りである。

「不当または違法な利益を得るために他者を欺く行為を伴う，経営者，取

締役，監査役など，従業員または第三者による意図的な行為」。

比較すると，両者の違いは意図的であるか否か，という部分になる。こ

の点，前述の全国紙のうち数紙が，経営者の不正事実を判明したことを契

機に「不適切会計」から「不正会計」などの，より適切な表現に改めた理

由は，日本公認会計士協会の用語定義に沿っていると言える１０）。

次に「粉飾決算」という言葉は，一般に認識されているが，日本公認会

計士協会広報グループの回答からは厳密な定義は存在しないという。「粉

飾」とは，化粧をすることが元来の語源であり，決算の悪い数字を隠し，

良く見せようと飾ることを表す言葉である。そこには本来あるべき真実の

数字を隠そうという意図が見え，不正以上といえるのである１１）。

会計監査では，決算書の誤りに対して「誤謬」と「不正」の言葉を用い

る。実務上，誤謬は社内での決算書作成過程や監査法人の監査の過程で分

かることが多く，決算発表前に修正が為されるため大きな問題とはならな
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い。会社の決算過程で多くの誤りがあれば，内部統制上の重要な問題がわ

かる。一方，不正は，不当又は違法な利益を得るために意図的に経営者等

が，正当でない会計処理で決算書を作ることになる。社内のチェック機能

は有効に働かないことが多く，誤った決算書が作成される１２）。

特に，経営者が意図的に不正を実行していれば誤りは是正されず，虚偽

を含む情報に基づき社内で承認され，決算書の作成・開示へと進む。一度

不正な会計処理をすると，辻褄を合せるためにさらに不正な会計処理や決

算を継続し，何年にも及ぶ不正による損失が巨額化する。

決算書に間違いがあった場合，それが「意図的であるか否か」が不明な

段階では「不適切会計」と称される。東芝では，発覚当初は真相を調査中

であったため「不適切会計」と表現されていた。しかし，調査の結果，意

図的であったことが判明した後は「不正会計」に表現が変わった。さらに，

「粉飾決算」は不正会計の枠内であり，強制捜査などが入った場合を指す

とされる。本稿では，不正会計を中心的な表現として用いることとしたい。

３－３ 不正会計の主な手法

今回の東芝の不正会計の発端は，証券取引等監視委員会に来た東芝関係

者からの内部通報で，２月に監視委が東芝に開示検査をしたことであった。

東芝も４月，社内の特別調査委員会で，調査を開始した。５月１５日には，

元東京高等検察庁検事長の上田廣一弁護士を委員長とする，第三者委員会

が設置された。当委員会の調査で明らかになった不正会計の手法は主に４

つある１３）。

第一に，最も早い段階から明らかになったのが，「インフラ事業におけ

る工事進行基準」（４７７億円）である。受注した工事の進捗度に合わせて，

収益と原価を割り振る方法である。最初に工事原価総額を過小に見積もる

ことにより，原価が収益を超過した分＝工事損失引当金を計上しなかった。

買収したウェスティングハウス (WH) の案件では，２０１３年度第２四半期，
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発電所の追加工事に伴う原価増について，WH が見積をした３億８，５００

万ドルを東芝は認めず，６，９００万ドルで処理した。

第二に，「映像事業の経費計上」（８８億円）である。「キャリーオーバー」

とされる手法であり，主にテレビ事業で，取引先に請求書の発行などを遅

らせてもらい，広告費や物流費を翌四半期に先送りする。グループ間の未

実現損益が消去されない例外を利用し，東芝から海外現地法人へ販売する

製品価格（FOB 価格）を，期末に増額させていたこともあったという。

第三に，「半導体事業の在庫評価」（３６０億円）である。損失を認識してい

たにもかかわらず，在庫の廃棄まで評価損を計上しなかった。東芝の北九

州工場が閉鎖される際には，製品をつくったところ，需要予測を誤ったた

めに在庫が滞留した。後になって廃棄処理をしていた。

第四に，最も金額の大きい「パソコン事業の部品取引」（５９２億円）であ

る。東芝グループは仕入れたパソコン部品について，台湾の ODM（組立

会社）に有償支給をしている。その際の値段は，仕入れた部品メーカーに

明かさない「マスキング価格」と称し，調達価格の４～８倍で売ることもあ

った。東芝としては，グループ会社との取引で生じた調達価格とマスキン

グ価格の「差額」を，製造原価のマイナスという形で，利益計上していた。

ただしこの取引は，完成品を東芝グループが ODM から買い戻すため，

市場で売れなければ完結しない。結局は部品の押し込み販売で，一時的に

利益を水増ししただけである。パソコン事業は四半期末の３・６・９・１２月

のみ，営業利益が売上高を上回る異常値を示していた。

４． 不正会計の背景 －諸要因の分析－

４－１ 派閥抗争と経営責任の欠如，社内風土の停滞

東芝の人事には特徴がある。社長の出身母体が，パソコンや家電などの

「軽電（家電系）」と，原子力などの「重電（インフラ系）」で交互に入れ替

わっていることである。
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実際に１９９０年代以降を見れば，西室泰三（家電営業） → 岡村正（社

会インフラ） → 西田厚聰（パソコン） → 佐々木則夫（原子力），そして

現在の田中久雄（パソコン部品などの調達）と重電と軽電の両部門から交互

に社長が誕生している。ここに派閥抗争を生む土壌が既にあるというべき

であろう１４）。

２００５（平成１７）年に社長に就任した西田厚聰は，過度な損益改善要求を

始めたといわれる。主に海外で経験を積んだ西田の号令に応じ，高い業績

目標の達成に向けた「当期利益至上主義」にむけて必死になった。

報告書で指摘された「上司の意向に逆らうことができない社内風土」が

醸成されたところに，達成困難な目標の必達を求める社長が現れ，「一線」

を超えてしまった。紳士的な社風の悪い面が，トップによって引き出され

てしまったことが，今回の問題につながったとみられる。これでは社内風

土は健全とはいえず停滞感をもつ。

西田厚聰が社長に抜擢した佐々木則夫と対立した。その後，佐々木は副

会長に棚上げされる形で，田中久雄が社長に就任した。その後，西田が会

長を退任するときには，社外に出ていた室町正志が会長に返り咲き，佐々

木はそのまま副会長に留任するという屈辱的な人事が行われた。

こうした権力闘争の中で，西田，佐々木，田中の３代の経営者たちが無

理やり実績をつくろうとしたことが売上の水増しなどを行う誘因となって

いたとみられている。彼らに本来の経営責任に対する意識が欠如していた

としか思えない１５）。

東芝と対照的に日立製作所は２００９年，東芝を遥かに上回る７，８７３億円

の赤字を出した後，子会社に転出していた川村隆が執行役会長兼社長に就

任し，企業改革にすべてを賭けた。彼は，「ラストマン」，すなわち最終的

な責任を取る人としての覚悟で臨み，副社長のうち３人を子会社から復帰

させ，日立が残す事業と外に出す事業を仕分けし，半導体，携帯電話，液

晶パネル，プラズマ，ハードディスク，テレビなどの事業を合併・売却あ
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るいは外部化した。黒字でも製品に優位性がなく利益の薄い事業から撤退

し，日立の技術を生かす分野に経営資源を投入し，高機能素材や制御機器，

モーターから鉄道，通信，電力などの都市インフラを重点に展開した。そ

して彼は，黒字化の目処を立てた２０１０年に社長を退任し，２０１４年から

２０１６年まで相談役をつとめた１６）。川村は２０１５年，金融庁より企業統治指

針等（コーポレートガバナンス・コード、スチュワードシップ・コード）の進捗

を検証する有識者会議の委員にも選ばれることになる。

４－２ 東芝によるウェスティングハウス (WH) 買収の事情

（１） ウェスティングハウスの概要

ウェスティングハウス・エレクトリック（Westinghouse Electric: WH。後

に，Westinghouse Electric Company）は，１８８６年から１９９９年まで存在した米

国の総合電機メーカーである。電気，機械関係を中心に軍事用・民生用の

双方で多岐に渡る事業を展開。１９５０年代以降は加圧水型原子炉 (PWR) の

開発・製造で独占的地位を占めた。１９９７年に CBS コーポレーションと名

を変え，１９９９年にバイアコムによって買収され消滅した。最後に残って

いた製造部門である原子力部門も，英国核燃料会社 (BNFL) に売却された。

ところが，BNFL はこの会社を持て余すようになった。そして２００５年

７月に売りに出した。幾つかの企業が関心を示したが，２００６年２月６日，

東芝が５４億ドル（当時換算で４，９００億円）での購入を確認した。

WH は単なる原子炉製造・販売会社ではなく，米国の世界戦略のカギ

を握る軍需産業である。原子力空母と原子力潜水艦なしに米国の戦略は成

り立たない。つまり WH の原子力技術は米国の軍事力の心臓部をなして

いるのである。米国は絶対にこの会社を手放さないし，その核心技術も絶

対に譲渡はしない。戦後の最盛期には WH は巨大電機産業であった。し

たがって原子力部門も支えることが出来た。

しかし，本家は衰退・消滅し，それは原子力に特化した特殊な経営とな
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っている。つまり単体で支えるのは困難になってきている。ここに米国資

本主義の抱える矛盾が象徴的に表れていることになる。

（２） 東芝が WH を買収した理由

買収が行われた２００６年当時，経済産業省は「原子力立国計画」として

原発輸出などを官民一体となって推進する国策を出し，産業界の利害調整

をしたという。つまり，米国の意を汲んで WH の買い取りに動いたのは

経済産業省である。東芝の側からはその判断の是非は別として，買った理

由は理解できる。

沸騰水と加圧水の両方の原発を手に入れることができれば，日本中の原

発を支配下に収めることも可能であった。２００５年６月，BNFL は WH 売

却を決めていた。７月には，ウェスティングハウスを三菱重工が買収する

情報が流された。何よりも三菱重工が日本を代表する軍事産業であり防衛

省と一体関係にあるからである。

しかし，その後に大きな変化が生まれる。２００６年１月２０日，GE (Gen-

eral Electric Company) が応札すると発表した。これに日立製作所も組んで

参加の意向を表明した。１月２２日ブッシュ米大統領が米企業の支援をブ

レア英首相に表明した。米商務長官もブッシュ政権は GE を支援してい

るとする書簡を英貿易産業相に送った。翌２３日，英国のフィナンシャル

・タイムズが「東芝が勝利した」と報道した。買収額は当初予想の２倍以

上の５０億ドルである。１月２６日 BNFL 取締役会が東芝への売却を正式

に決定した。そもそも GE が買えば米国にとって何の問題もないが，そ

こには独禁法抵触という問題が生じる。したがって，GE は実質的に傘下

となる東芝に買わせようとしたものとも考えられる１７）。

４－３ 東芝自体の収益悪化 －リーマンショックと東日本大震災－

東芝の不正会計が始まった原因として，会社自体の収益構造の悪化は見
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逃せない。特に２００８年秋にはリーマンショックに伴う金融危機を受けて

世界景気が暗転した。東芝も２００８年度には３，４３５億円と，過去最大の最

終赤字を計上した。それに追い討ちをかけるかのように，２０１１年３月に

は東日本大震災が襲った。

東芝は西田社長時代の２００６年ごろから，「集中と選択」を強く推し進め

ており，半導体と原子力発電所事業の二つに集中投資した。２００６年には

WH を５４億ドル（当時約６，３００億円）で買収している。しかし，２０１１年に

発生した東京電力・福島第一原発事故後，国内における原発新設は絶望的

となり，成長柱として期待していた原発事業への望みが断たれた。しかし，

半導体事業のほうも，シリコンサイクルで浮き沈みが激しく，安定的に収

益が得られるわけではない。

それに代わる事業の柱を探すべく，東芝はスマートメーター（次世代電

力計）や ETC（自動料金収受システム）など，新規事業の開拓に奔走した。

特に不正会計の象徴となったのがインフラ事業のスマートメーターである。

２０１３年９月に受注，２０１３年度だけで，２５５億円の営業益を水増しした。

経験のない案件で，損失が見込まれたにもかかわらず，無理に受注したこ

とから，実績作りを優先していた。その後も，ヘルスケア事業などに力を

注いだが，目立った成果はない。

リーマンショック前には，ピーク時の２００７年度で７兆６，０００億円に達

した売上高も，２０１２年度には５兆８，０００億円まで大幅に減少した。一方

で日立製作所が行ったように，不採算事業までには検証を行えなかった。

第三者委員会は東芝を「当期利益至上主義」と断じたが，不正会計を起こ

したのも，厳しい環境下，目先の安易な手段に頼った帰結であろう。

４－４ 第三者委員会の役割と限界

東芝の不正会計の件を調査した第三者委員会は，「経営トップらが関与

した組織的で不適切な会計処理」と指摘した。昨年，証券取引等監視委員
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会への内部告発をきっかけに不正会計が明るみに出た時にも，真相がわか

りかけたが，東芝は自らが任命した第三者委員会に「WH 以外のところ」

を調査させ，「のれん代」の問題を隠蔽した。西田厚聰，佐々木則夫，田

中久雄という歴代３社長が辞任したことにより，世間の批判も収束に向か

いかけた。

しかし３社長が，なぜ部下に「チャレンジ」を求めたか，という疑問が

残った。東芝はそこを隠したままで，第三者委員会の報告書をもって問題

を終わらせようとしたが，事態は変わることになる１８）。

それは，２０１５年１１月に，日経ビジネスが，本誌と日経ビジネスオンラ

イン (NBO) において，内部告発による「スクープ 東芝，米原発赤字も

隠蔽 内部資料で判明したウェスティングハウスの巨額減損」「スクープ

東芝減損隠し 第三者委と謀議室町社長にもメール」という２つの記事

により，東芝問題をめぐる状況は激変した１９）。

これらの記事から，第三者委員会発足前に，当時の田中社長，室町会長

（現社長），法務部長（現執行役員）等の東芝執行部が，米国原発子会社の減

損問題を委員会への調査委嘱事項から外すことを画策し，その東芝執行部

の意向が，東芝の顧問法律事務所である森・濱田松本法律事務所から，第

三者委員会の委員の松井秀樹弁護士に伝えられ，原発事業をめぐる問題が

第三者委員会の調査対象から除外されたことが明らかになった。

郷原信郎弁護士（コンプライアンス問題に詳しく，IHI［石川島播磨重工業

（株）］の社外監査役を務める）や NBO，プレジデントオンライン，岩波・

世界９月号等において，報告書の内容に重大な疑問があることが指摘され，

「第三者委員会を中心とする東芝の不祥事対応」を徹底的に批判した。郷

原によれば，

（１）不正会計の問題なのに，不正の認識の根拠となる監査法人による会

計監査の問題が委嘱の対象外とされていること

（２）調査の対象が，「損失先送り」という損益計算書 (P/L) に関するも
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のに限られ，原発子会社の巨額の「のれん代」の償却の要否等，会社

の実質的な財務基盤に関わる貸借対照表 (B/S) 項目は対象から除外さ

れていることなどからすると，第三者委員会の調査は，意図的に問題

の本質から目を背けようとしているとしか思えないこと を強調して

いる２０）。

４－５ 監査法人の責任

大手監査法人，新日本監査法人は厳しい状況に立たされている２１）。かつ

て，カネボウの粉飾決算に会計士が関与した旧中央青山監査法人は，再発

防止を誓ったあと，旧日興コーディアル証券や三洋電機の決算問題に揺れ

て，解体に追い込まれた経緯がある。新日本監査法人の信頼回復の道は決

して平坦ではない。中央青山監査法人（解散）の二の舞いは避けたいとこ

ろである。筆者は長銀，カネボウ，ライブドアの粉飾決算の事例を「法と

経営学」の分析枠組みから検証した際，監査法人，監査役の機能と限界に

言及した２２）。

金融庁は，１５年１２月２２日に，新日本監査法人に対して東芝の不正決

算を見逃したことに加え，法人の運営方法に問題があるとして，同法人に

対して，課徴金２１億円，３カ月の新規業務の受け付け停止，業務改善命

令という重い行政処分を下した。

これを受けて，新日本監査法人は１月２９日，金融庁にガバナンス改革

や監査品質管理の強化，組織風土改革を柱とした業務改善計画を提出した。

英公一（はなぶさ・こういち）が理事長を退任し，２月１日に辻幸一が理事

長に就任し，再出発を図っている。

大手監査法人の技術にはほとんど差がない。問われているのは監査品質

と緊張関係，監査チームの品質と健全な緊張感の維持である。そもそも監

査法人，公認会計士は担当会社に対する強い調査権・命令権をもっている

わけでもなく，経営改善の助言をするにも限界がある。新日本監査法人に
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は出資するパートナー社員が６５６人，業務を行う職員も含め，約６，２００人

が在籍する（内，公認会計士は約３，５００人）。これだけの大所帯ならば，担当

者によって，監査品質に差異が生じる。監査先から報酬をもらうという微

妙な立場にありながら，会計処理をめぐっては対立することもある。緊張

関係を保つのは難しい。

監査する上場企業は約９３０社存在する。その本決算の時期の内訳は，１２

月期が約９０社，２月期が３０社強，３月期が７００社弱である。２０１５年１２

月以降，新日本監査法人から交代を決めた上場企業は，１４社にとどまっ

た。最も多いのは，東芝グループ７社で，東芝本体は２０１５年１２月に，「新

日本監査法人から来年度の監査契約を締結しないと申し出があった」と発

表した。上場する子会社や関連会社も含めて，東芝グループ全体で PwC

あらた有限責任監査法人への交代を決めた。

金融庁は新日本監査法人による東芝の監査について，審査，検証の不十

分さを指摘するのみである。それが何に起因していたのか，新日本監査法

人と東芝との間に何があったのかまでは具体的には明らかにしていない。

４－６ 内部統制／ガバナンスの欠陥

２００３年４月の商法特例法の改正により，取締役会の中に指名委員会，

監査委員会，報酬委員会を置く「委員会等設置会社」（２００６年５月の会社法

により「委員会設置会社」，さらに現行法では「指名委員会等設置会社」に相当）

が導入された。

委員会等設置会社は，取締役会の中に社外取締役が過半数を占める委員

会を設置し，経営を監督する「取締役会」と，業務の執行を行う「執行役」

の役割を明確に分離することにより，合理的で適正な経営を実現させる。

コーポレートガバナンス（企業統治）がよく機能する先進的な仕組みであ

った。

さらに２０１５年６月から，東京証券取引所は「コーポレートガバナンス
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・コード／企業統治原則」の適用を開始した。これは持続的な収益力向上

に向け，企業の自律的な取り組みを促す新たな制度であり，その趣旨は成

長戦略の一環としての「攻めのガバナンス」の実現である。

基本原則は「株主の権利・平等性の確保」，「株主以外のステークホルダ

ーとの適切な協働」，「適切な情報開示と透明性の確保」，「取締役会等の責

務」，「株主との対話」の５つである。そして，この基本原則の下に原則，

さらに補充原則がある。この基本原則のうち，企業の経営戦略に最も直接

にかかわるのは４つ目の「取締役会等の責務」である。上場会社は資質を

十分に備えた独立社外取締役を少なくとも２名以上選任し，取締役の選任

の基準とプロセスについて公開するものとされている。

そして，上場企業はコーポレートガバナンス報告書を提出するにあたり，

「コンプライ・オア・エクスプレイン」，すなわち実施するか，あるいは，

実施しない場合にその理由を説明するか，の必要がある。

コーポレートガバナンス・コードへの対応の難しさは，コードが規則で

はなく，大原則に相当するためと考えられる。コードで定められた各原則

をいかに適用するかは，各企業が自社の置かれた状況に応じて対応すべき

ものとされている。望ましいガバナンスのあり方は一つではないのであ

る２３）。

東芝は２００３年に他社に先駆けて委員会設置会社に移行した。社外取締

役も招き，コーポレートガバナンスの模範企業とされて，東芝自身もそれ

に誇りを持っていた。

しかし，実態として，内部統制ガバナンスの設計に欠陥があった。第三

者委員会の監査委員会によると，内部統制機能が働いていなかったと指摘

されている。監査委員長は社内の元財務担当であり，経営トップの暴走を

防ぐことは困難であった。また，委員には３人の社外取締役が入っていた

が，財務・経理に十分な知見をもつ者はいなかった。仕組みはあるものの，

運用に問題があり，完全には機能していなかったのである２４）。
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一連の問題を受けて東芝は，取締役の過半数を社外から選ぶことに決定

した。社外の取締役や専門家で構成し，再発防止策などを検討する，「経

営刷新委員会」を立ち上げる。次の焦点は８月中旬に発表される新経営体

制になる。ただし，実質的に９月以降の新トップを決めるのは，刷新委員

か，指名委員会委員長か，社長（会長）か，いまだに判然としない。

東芝に対し，金融庁からの課徴金納付命令，東京証券取引所による特設

注意市場銘柄への指定がなされ，今後は役員に向けた株主代表訴訟の試練

も待ち構える。東芝の信頼失墜には，１４０年の歴史の中では最大ともいえ

るブランドイメージの毀損があった。一朝一夕には回復できないが，時間

がかかってもやり遂げなければならない。

一方，全社的な内部統制の重要な不備を是正するための改善策について，

整備を進めているが，運用状況を確認できていない施策もあり，全ての改

善策について確認できているとはいえない。また，決算・財務報告プロセ

スについて修正事項が発見された。開示すべき不備としては以下があげら

れる。

東芝は，今後，金融商品取引法第２４条の４の４第１項に基づき関東財

務局長に提出予定の内部統制報告書に，２０１６年３月末を基準日として財

務報告に係る内部統制の評価をするため，財務報告に係る内部統制に開示

すべき重要な不備があった旨を記載する。

なお，開示すべき重要な不備に起因する必要な修正事項は，決算の過程

において適正に修正しており，会社法に基づく連結計算書類及び計算書類

に係る会計監査人の監査報告書において無限定適正意見が表明されている。

Ⅰ． 財務報告に係る内部統制に関する評価結果等の具体的な内容

東芝は，２０１５年９月７日付「財務報告に係る内部統制の開示すべき

重要な不備に関するお知らせ」にて公表したように，財務報告に係る内

部統制の重要性を認識しており，前年度に識別した財務報告に係る重要
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な不備を是正するため，以下に記載した改善策を実行した。

＜２０１６年３月期に実施した改善策＞

１．経営トップらに対する監督強化

（１）取締役会の構成

（２）指名委員会の構成機能強化

（３）監査委員会の構成・監督機能強化

２．内部統制機能の強化

（１）予算統制の見直し

（２）コーポレート財務統括責任者・財務・経理部門による牽制機能強化

（３）業務プロセス改革

（４）内部統制報告書制度対応の整備

（５）内部通報制度の強化

（６）会計コンプライアンス委員会の設置

３．マネジメント・現場の意識改革

（１）マネジメントの意識改革

（２）従業員の意識改革

上記策のうち，一部の改善策についてはその運用期間を十分に確保でき

なかったことから，改善策の運用状況を当事業年度末時点では確認できて

いない。したがって，当事業年度末までに，「経営トップらによる目標必

達の圧力」，「上司の意向に逆らうことが出来ない企業風土」，「経営者にお

ける適切な会計処理に向けての意識の欠如」，「コーポレート及び各カンパ

ニーにおける内部統制の無効化」，「会計処理基準が適切に運用されなかっ

た」という全社的な内部統制の開示すべき重要な不備について，確認が未

了であるため，今後の四半期決算の状況を追加で確認する必要があると判

断した。また，決算財務報告プロセスの内部統制の整備及び運用について
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は，財務省表監査において短信の訂正事項を含む修正事項が発見された。

これらを勘案し，開示するべき重要な不備が存在するものと判断した。

Ⅱ． 開示すべき重要な不備の解消の確認に向けて

東芝としては全社的な内部統制の開示するべき重要な不備の解消を確

認するため，予算統制制度の運用状況及び，決算・財務報告に関連する

従業員の適切な財務報告に対する意識の定着並びに決算・財務報告プロ

セスに係る内部統制の開示すべき重要な不備の改善策の遂行に取り組み，

今後の四半期決算の状況を追加で確認する予定である。

５． 過年度決算および２０１５年度決算，その修正報告

東芝は２０１５年９月８日，過年度決算修正の対象期間の決算を訂正した。

対象は，２０１４年度２０１３年度２０１２年度２０１１年度２０１０年度２００９年度まで

である。

次に，２０１６年５月１２日，２０１６年３月期の連結決算（米国会計基準）を

発表した。最終損益が４，８３２億円の赤字（前の期は３７８億円の赤字）であり，

赤字幅は過去最大となった。電力・社会インフラ部門の採算が悪化した。

パソコンやテレビなど家電，半導体部門ではリストラ損失が膨らんだ。米

原子力子会社，ウェスティングハウスの事業価値を見直した影響も出た２５）。

また，売上高は７％減の５兆６，７０１億円であった。テレビやパソコンな

どを手がけるライフスタイル部門の売上高が３８％減った。半導体などを

手がける電子デバイス部門は９％減少した。電力・社会インフラ部門やビ

ルや施設，昇降機などを手がけるコミュニティ・ソリューション部門は増

収したが補えなかった。

営業損益は７，１９１億円の赤字（前期は１，８８４億円の黒字）と過去最大にな

った。原子力や送変電・配電・太陽光などを中心に４，６４５億円の資産評価

減を計上した。また不採算案件の引き当てや棚卸し資産の評価減として
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１，４１４億円，構造改革費用として１，４６１億円が発生したことも響いた。

繰り延べ税金資産を３，０００億円取り崩した。東芝メディカルシステムズ

の売却益３，８１７億円を非継続事業からの利益としたが効果は限られた。

併せて開示した１７年３月期の連結最終損益は１，０００億円の黒字（前期

は４，８３２億円の赤字）と３期ぶり最終黒字を目指す。原子力事業やデバイス

事業の部門営業損益が大幅に改善することが奏功する。

売上高は９％減の５兆１，０００億円にとどまる見通しとなった。フラッシ

ュメモリやハードディスクなどを手がけるストレージ＆デバイスソリュー

ション事業の売上が９％減り，パソコン事業も４９％減収となったことが

影響している。

さらに，５月２３日，同月１２日に発表した開示資料について訂正を行っ

た。１２日の決算発表の時点においては，会計監査人である新日本有限責

任監査法人の監査が未了であり，２０１６年３月期の計算書類及びその付随

明細書並びに連結計算書類に対する監査報告書は受領していなっかったが，

その時点では重要性のある修正が必要になる可能性は低いと判断し，決算

発表の速報性を重視し，決算発表を行った。結果として，いくつかの理由

により決算発表の訂正となった。再三の決算訂正の印象は悪い。

訂正の理由は次の通りである。

（１） 原子力事業に係るのれんの減損額の計算方法の変更

原子力事業に係るのれんの減損額の計算方法（公正価値評価上の非支配株

主持分に対するマイノリティ・ディスカウントを考慮するか否か）について，東

芝は新日本有限責任監査法人と継続的に意見交換を行い，見解の相違があ

ることは認識していたが，東芝の考え方（マイノリティ・ディスカウントを

考慮）には合理性があると判断し，決算発表を実施した。しかし決算発表

後に監査法人との再度の協議を踏まえ再検討を行い，監査法人の見解（マ
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イノリティ・ディスカウントを考慮しない）にも一定の合理性があると判断し，

のれんの減損額を前回公表の２，６３５億円から２，４７６億円に訂正した。この

訂正の結果，税引き前損益が１５９億円改善した。

（２） 東芝テック（株）の決算内容の反映，その他誤謬を訂正

東芝テック（株）の決算内容を反映し，また，その他誤謬を訂正した。こ

の訂正の結果，税引き前損益が６７億円悪化し，上記原子力事業に係るの

れんの減損額の訂正と合わせて，全体としては税引き前損益が９２億円改

善した。

表３－１ 東芝 過年度決算の修正

（単位：億円）
２００８
年度

２００９
年度

２０１０
年度

２０１１
年度

２０１２
年度

２０１３
年度

２０１４
年度
3Q 迄

累計

修正前税引前
損益

▲２，５９７ ２７２ １，９４７ １，４５４ １，５９６ １，８０９ １，３４９ ５，８３０

工事進行基準 ▲３６ １ ７０ ▲７９ ▲１８０ ▲２４５ ▲１０ ▲４７９

映像事業にお
ける経費計上
等

▲５３ ▲７８ ▲６５ １２７ ▲２８ ８ ２８ ▲６１

パソコン事業
における部品
取引等

▲１９８ ▲２８６ １１３ ▲２２３ ▲２８１ １０４ １９３ ▲５７８

半導体事業に
おける在庫の
評価等

０ ▲４４ ▲１６ ▲１０３ ▲３６６ １６３ ▲５ ▲３７１

自主チェック
等

▲６０ ▲３８ ▲３４ ▲７３ ▲１２９ ▲１２２ １６２ ▲２９４

減損及び減価
償却費修正

▲４１７ ３０ ３ ▲４８９ １３７ １０６ １６５ ▲４６５

修正額合計 ▲７６４ ▲４１５ ７１ ▲８４０ ▲８４７ １４ ５３３ ▲２，２４８

修正後税引前
損益

▲３，３６１ ▲１４３ ２，０１８ ６１４ ７４９ １，８２３ １，８８２ ３，５８２

（注）２０１５年９月７日東芝適時開示資料「過年度決算の修正，２０１４年度決算の概要及び第
１７６期有価証券報告書の提出並びに再発防止策の骨子等についてのお知らせ」から引用。

出典：浜田康『粉飾決算』（日本経済新聞社，２０１６年，２４５頁）
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（３） 税金計算の誤謬の訂正

期中における繰延税金資産の取り崩し及び平成２８年度税制改正対応等

の事象が複合的に重なり，税金計算に係る会計処理において誤謬が生じた。

この訂正の結果，税金費用と包括損益の入り繰りによって法人税等が８７

億円増加し（併せて包括損益で同額が減少し），家電事業売却の決定に伴う繰

延税金資産及び負債の訂正により法人税などが３２億円増加し，全体とし

ては法人税等が１５２億円増加した。

（４） 非継続事業の組み替えに係る誤謬の訂正

ヘルスケア事業及び家庭電気事業の非継続事業への組みかえに係る税金

費用の会計処理が複雑であったため，誤謬が生じた。この訂正の結果，非

継続事業当期純損益が２４億円悪化した。

表３－２ 東芝 平成２８年３月期の連結業績（平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日）
（２０１６年６月２４日 訂正版）

（１）経営成績

売上高 営業利益 税引き前当期純利益 当期純利益

２０１５年３月期 ５，６６８，６８８ ▲７０８，７３８ ▲６３３，１４５ ▲４６０，０１３

２０１４年３月期 ６，１１４，６８２ １８８，４０９ １５６，６１５ ▲３７，８２５

（注） 単位は百万円。

（２）財政状況

総資産 純資産 株主資本 株主資本比率

２０１５年３月期 ５，４３３，３４１ ６７２，２５８ ３２８，８７４ ６．１

２０１４年３月期 ６，３３４，７７８ １，５６５，３５７ １，０８３，９９６ １７．１

（注） 総資産，資産，株主資本の単位は百万円。株主資本比率の単位は％。

（３）キャッシュ・フローの状況

営業 CF 投資 CF 財務 CF 現金及び同等物の残高

２０１５年３月期 ▲１，２３０ ６５３，４４２ １３５，７４７ ９６９，７１５

２０１４年３月期 ３３０，４４２ ▲１９０，１３０ ▲１２５，７９５ １９０，１８２

（注） CF：キャッシュ・フローの略称。単位は百万円。

出典：東芝「（再訂正）平成２８年３月期決算短信［米国基準］（連結）の再訂正について」
２０１６年６月２４日をもとに作成。
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東芝の２０１６年３月期決算短信［米国基準］（連結）は一部訂正を踏まえ

て，以下の通りとなった。

６． おわりに －東芝に関する展望ならびに提案－

今回の不正会計を招いたのは，経営トップの内紛といえる。問題は，当

該不正行為が上層部からの「チャレンジ」という名の圧力を受けて，半ば

組織的に行われてきたことである。

東芝は２０１６年３月１８日，エネルギー，半導体，社会インフラの３分野

を軸に２０１６年度（１７年３月期）の連結売上高を４兆９，０００億円とする事業

計画を発表した。白物家電やパソコン (PC)，医療機器事業を売却するな

どの大規模リストラを行い，総合電機から転身を図る。不正会計問題の影

響で１６年３月期の連結業績見込みは７，１００億円の最終赤字となった。室

町正志社長は構造改革を完遂し，全事業の黒字化を図る旨を述べ，１７年３

月期連結純利益１，０００億円を目標に掲げた。しかし，事実上の２本柱であ

る半導体と原子力の先行きは不安要因もあり，目標達成は不透明さが残

る２６）。現在の東芝は，会社の立て直しに向け一定のリストラクチャリング

が不可避とみられる。「選択と集中」を進めるために不採算事業から撤退

することになれば，経営者の実行力も求められよう。

最後に，東芝の内部統制と不正会計に関する課題に対して，改善のため

の提案をいくつか行いたい。

まず，経営者の暴走を防ぐ取り組みについて，大きく２つの点があげら

れる２７）。第１に，トップを選ぶ基準，第２に，選んだトップが誠実に仕事

をしているかをチェックする仕組みである。社内の狭い論理で選ぶのでは

なく，グローバルな視点，将来を見据えて大きな基準で選ぶことである。

これは，「ガバナンス」の本来の意味からも理解できる。もう１点は，ト

ップを選んだあと，社外取締役がある種バランスの取れた緊張関係，建設

的な緊張関係をもつことが重要となる。それを持つためには，社外取締役
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はいつでも解任動議を出せるほどの権限をもってもおかしくない。経営者

の意識を改革する方法も考えられる２８）。実効性が高まるコーポレートガバ

ナンス・コード対応のカギとなるのは，各原則について自ら考え，議論し，

独自の言葉で説明することに地道に取り組む姿勢である。また，経営トッ

プの姿勢は大切である。コーポレートガバナンス・コードへの対応は，自

社の成長戦略の強化や再構築をすすめる可能性をもっている。

次に，風通しのよい社内風土を作り上げることが必要である。これには，

１つの会社だけの努力では限界があるため，当会社の内部だけでなく，外

部との交流の機会を用意し，「利益至上主義」の転換も求められる。具体

的には役員研修，幹部教育の機会が，社会にシステムとして制度化される

ことによって内外の風通しをよくし，会社の倫理に染まらず，社会の倫理

に正面から向き合える人を養成していくことが重要となろう。また，会計

監査法人には本来の機能を発揮できる環境を監査法人内外で整えてもらう

こと，高い志で担当会社に対峙できることが望ましい。

最後に，学問分野では，経済学，経営学（組織論），法学，哲学などの視

点から不正会計を分析する試みもある２９）。その展開が期待される一方，実

際の課題解決にはまだ時間を要するものと思われる。
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